
機密性２情報 省内限り

〇 同日、ジャパンパビリオンにおいて、
「持続可能な農業と食料安全保障」
をテーマとするセミナーを開催。

 200名を超える参加者に対し、
中澤農林水産技術会議事務局研究総務官（当時）から、
「みどりの食料システム戦略」の概要を紹介するとともに、同戦略
に基づく我が国の生産技術や気候変動対策に資する我が国の
取組を紹介したほか、日本食の普及促進等も実施。

 また、会場内展示スペースに農林水産省ブースを設置し、来場し
た約1,000名に対して食料安全保障や気候変動対策に関する
取組の成果を広く共有し、保存食等のPRも実施。

〇 食料・農業の持続可能な変革に向けた各国の協力を促進することを目的とする
新たな国際イニシアチブ（エジプト主導）。

 農業デーの冒頭、エジプト農業担当大臣を議長としてその立ち上げ閣僚級会合
が開催され、我が国のほか、米国、ドイツ、イギリス、フランスなど先進国や、COP28
議長国の UAE、アフリカ、ラテンアメリカから計17か国の閣僚級が参加。

 我が国からは、勝俣孝明農林水産副大臣がビデオメッセージにより、
「みどりの食料システム戦略」の経験や知見を活用して、各国の
持続可能な食料・農業システムへの移行に積極的に貢献していく旨を表明。

食料・農業の持続可能な変革(FAST)イニシアチブの立ち上げ
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〇 気候変動に対応するための農業・食料システム分野におけるイノベー
ションを加速するための国際イニシアチブ（米国・UAE主導）。

 農業デーにその閣僚級会合が開催され、我が国からは、「みどりの食
料システム戦略」に基づく取組の推進や、アジアモンスーン地域各国
との応用研究を進めていく旨を共有。

〇 2022年11⽉12日、COP27議長国・エジプトの主導で「適応・農業の日（農業デー）」が開催。
〇 我が国は、さまざまな食料・農業関係のハイレベルイベントにおいて、「みどりの食料システム

戦略」の経験や取組を広く世界に発信。

気候のための農業イノベーションミッション
（AIM for Climate）閣僚級会合 農林水産省主催セミナー

〇 クリーンな技術への転換を国際的な連携・協力・調整を強化すること
で加速することを目指す国際イニシアチブ（英国主導）。

 農業ブレイクスルーについては新たに４か国が参加を表明、農業分
野のアクションプラン等の報告が実施。

グラスゴー・ブレイクスルー関連イベント

勝俣副大臣ビデオメッセージの会場放映の様子

「農業デー（2022年11⽉12日）」結果概要



〇 COP26で発表された「森林・土地利用に関するグラスゴー・リーダーズ宣言」等のフォローアップ
として、COP26議長国の英国が主導した森林関係の新たな国際イニシアチブが立ち上げ。
○ 2030年までに森林の消失と土地の劣化を食い止め、その状況を好転させることが目的。
〇 COP27の森林・気候のリーダーズ・サミット（11⽉７日）で立ち上げが発表され、我が国をはじめ
とする27の国・地域が参加。※正式名称：The Forests and Climate Leaders’ Partnership

イニシアチブの活動

40

森林・気候のリーダーズ・サミット
（2022.11.7）の結果

●会合では、主要国の首脳・企業・金融関係者・
先住民族グループや地域コミュニティの代表から、
FCLPへの期待やCOP26以降1年間の進捗が発表
された。

（参考）FCLP参加国・地域（2022年11月12日現在）
世界の森林面積の約1/3、世界のGDPの約６割をカバーする計27の国・地域

豪、カナダ、コロンビア、コンゴ共和国、コスタリカ、エクア
ドル、フィンランド、フィジー、フランス、ガボン、ドイツ、
ガーナ、ガイアナ、日本、ケニア、韓国、オランダ、ナイジェ
リア、ノルウェー、パキスタン、シンガポール、スウェーデン、
タンザニア、英国、米国、ベトナム、EU

森林・気候のリーダーズ・パートナーシップ（FCLP）

以下の６つの行動分野における取組を促進し、進捗状況と行動を
紹介するための年次会合の開催と世界進捗報告の作成を行う。
① 持続可能な土地利用経済とサプライチェーンに関する国際

協力
② 実施を支援するための公的・ドナー資金の動員
③ 民間金融システムの転換
④ 先住民及び地域社会のイニシアチブの支援
⑤ 森林のための炭素市場の強化･拡大
⑥ 十全性の高い森林を保全するための国際パートナーシップ

とインセンティブ構築

森林・気候のリーダーズ･サミットでスピーチするスナク英国首相

我が国の対応
●我が国はFCLPを通じて、持続可能な森林経営
と木材利用を促進する日本の経験と専門知識を活
かし、国際機関や民間セクターを含む幅広い関係
者と協力して共通の目標の実現に貢献していく。



○ 気候変動に対応するための農業・食料システム分野におけるイノベーションを加速するための、米国およびUAEが主導す
る国際イニシアティブ。Agriculture Innovation Mission for Climate（略称 AIM for Climate／AIM4C）

○ 50か国及びEUのほか、多数の民間企業等が「パートナー」として参加。イノベーションへの投資の増加や、パートナー間
の連携によるイノベーション（研究開発、実証、展開）の取組（イノベーション・スプリント）等を推進。

参加国・地域・活動等

我が国の対応
・閣僚会合（第１回ドバイ（2022年2月）、第２回ワシントンD.C.（2023年5月））に出席し、
みどりの食料システム戦略に基づくイノベーションの強化の取組等を報告。

・2023年４月の G7宮崎農業大臣会合にて、「気候変動に対応するイノベーションと行動」と題したセミナーを実施。

経緯
・2021年４月の気候サミットにて、米国及びUAEが立ち上げ計画を表明。
・日本は、同年9月の米国のケリー特使の訪日に際しての日米共同発表にて支援を表明、その後の国連食料システムサミットで、
我が国を含む新たな参加表明国が発表。
・同年11月のCOP26において、米国のバイデン大統領が本イニシアチブの立ち上げと、イノベーションを加速するため、今後５年間
で、まずは40億ドルの投資を動員する目標を表明。
・2022年11月のCOP27において、各国政府及び民間から合計80億ドルの投資（実績・コミット）等が報告。

・2023年５月に米国ワシントンD.C.で開催された「AIM for Climateサミット」にて、計130億ドルの投資（実績・コミット）、
イノベーション・スプリントが51件に達したこと等が報告。

・2023年５月現在で50か国（※１）及びEUが参加。また、500以上の民間財団、企業、国際機関、研究機関等が参加。
※１ アルゼンチン、豪州、アゼルバイジャン、バングラデシュ、ブラジル、カナダ、チリ、コロンビア、コスタリカ、デンマーク、エジプト、フィジー、フィンランド、ジョージア、ガーナ、グアテマラ、ガイアナ、

ホンジュラス、ハンガリー、インド、アイルランド、イスラエル、日本、ケニア、リトアニア、メキシコ、モロッコ、モザンビーク、オランダ、ニュージーランド、ナイジェリア、オマーン、パナマ、パラグアイ、
フィリピン、韓国、ルーマニア、シンガポール、スペイン、スリランカ、スウェーデン、バハマ、トルコ、ウクライナ、UAE、英国、米国、ウルグアイ、ウズベキスタン、ベトナム

・イノベーション・スプリント（注：活動資金は自己調達）や、技術情報のオンラインでの情報交換（イノベーション・ハブ）等を推進。

気候のための農業イノベーション・ミッション
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○ グローバル・メタン・プレッジは、世界全体のメタン排出量を2030年までに2020年比30％削減す
ることを目標とする米国・EUの共同イニシアティブ。我が国は、2021年９⽉の日米豪印首脳会合の
場にて参加表明。

2023年7⽉時点では日、英、米、EUほか計150の国・地域が参加を表明。また、計30の国際機関や
財団等が支援を表明。

○ その後、GMP閣僚級会合（2021年10⽉11日：鈴木外務副大臣よりビデオメッセージを発出）を経
て、COP26世界リーダーズ・サミット（同年11⽉2日）において正式に立ち上げ。

○ COP27において、GMPに関する閣僚級会合が開催され、米国ケリー大統領特使が「食料・農業パス
ウェイ」の立ち上げを発表。具体的な内容は今後議論される見込み。

GMPに対する我が国のスタンス
・世界の脱炭素化に向け、世界におけるメタン排出の削減は国際的に重要な課題。他

方、我が国は既にメタン排出削減を実現してきており、排出量は米国・EUと比較し
て相当低い⽔準を達成。

・GMPは、各国に個別の目標やセクター別のコミットメントを求めるものではなく、
参加に伴い、地球温暖化対策計画をはじめとする日本の取組に加えて追加的取組を
実施する必要が生じることにはならない。

・我が国に対しては、国内でメタンの排出削減に成功した経験を優良事例として各国
に共有する等が期待されており、GMP等を通じ、世界の脱炭素化に向けて、引き続
き我が国としてリーダーシップを発揮していく。

今後のスケジュール
年１回のGMPに関する閣僚級会合が開催される見込み。

日本のメタン排出量は
米国の約26分の1、EUの約14分の1
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グローバル・メタン・プレッジ
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